
1 

経済・財政新生計画 進捗管理・点検・評価表 2025 

（一部抜粋）  

参考資料３ 
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２.文教・科学技術
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政策目標：個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実と学校における働き方改革を通じた学校教育の質の向上を図り、学校教育を通じた知識・技能、思
考力・判断力・表現力等、学びに向かう力・人間性等の資質・能力の調和がとれた個人を育成する。 

ＫＧＩ(最終アウトカム) ＫＰＩ第２階層(中間アウトカム) ＫＰＩ第１階層(アウトプット) 関連施策 

○国際学力調査(ＰＩＳＡ、
ＴＩＭＳＳ)における世界ト
ップレベルの平均得点の水準
の維持・向上 

 
(ＰＩＳＡ) 

目標値 2029 年度： 

世界トップレベルの平均

得点の水準の維持・向

上 

中間値 － 

実績値 2022 年度： 

数学的リテラシー：１

位、読解力：２位、科

学的リテラシー：１位 

※順位はＯＥＣＤ加盟国中 
 
(ＴＩＭＳＳ) 

目標値 2027 年度： 

世界トップレベルの平均

得点の水準の維持・向

上 

中間値 － 

実績値 2023 年度： 

小学生算数：5 位 

中学生数学：4 位 

小学生理科：６位 

中学生理科：３位 

 
 

１．教師を取り巻く環境整備 

二次アウトカム 
○個別最適な学びと協働的な学びの一体

的な充実に係る指標 
※「２.教育ＤＸの加速」「3. 教育データの

収集・分析・利活用の促進」関連施策に
よる効果と併せて評価 

 
・学習指導において、児童生徒一人一人に
応じて、学習課題や活動を工夫する学校
の割合 
目標値 2027 年度： 

95% 

中間値 － 

実績値 2024 年度： 

小学校 90.3％ 

中学校 86.4％ 

 
・受けた授業が自分にあった教え方、教材、
学習時間になっていたと回答する児童生徒
の割合 
目標値 2027 年度： 

85% 

中間値 － 

実績値 2024 年度： 

小学生：84.2％ 

中学生：80.9％ 

 
 
 

○業務改善の方針等を策定している政令
市・市区町村の割合 

(政令市) 
実績値 2024 年度：100％ 

2018 年度：85% 

(市区町村) 
実績値 2024 年度：66.4% 

2018 年度：20.8% 

 
○業務改善状況を定量的に把握している都

道府県・政令市・市区町村の割合 
(都道府県) 
実績値 2024 年度：91.5％ 

2019 年度：72.3％ 

(政令市) 
実績値 2024 年度：100％ 

2019 年度：65％ 

(市区町村) 
実績値 2024 年度：49.5％ 

2019 年度：21.5％ 

 
○在校等時間を公表している都道府県・政

令市・市区町村の割合 
(都道府県) 
実績値 2024 年度：85.2％ 

2019 年度：38.1％ 

(政令市) 
実績値 2024 年度：85％ 

2019 年度：15％ 

 

ａ．毎年度、教育委員会における
学校の働き方改革のための取
組状況調査を実施し、各教育
委員会の取組状況を把握・公
表。 

《所管省庁：文部科学省》 

ｂ．2025 年度中に、教育委員会
における働き方改革の取組を
強化するための教育委員会ごと
の在校等時間の公表の制度
化、各学校における取組を強
化するための校長の人事評価
に働き方改革に係る観点の導
入を促進。 

《所管省庁：文部科学省》 
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ＫＧＩ(最終アウトカム) ＫＰＩ第２階層(中間アウトカム) ＫＰＩ第１階層(アウトプット) 関連施策 

○国際学力調査における習熟
度(到達度)レベルが高い児
童生徒の割合が国際平均よ
り多く、低い児童生徒の割合
が国際平均より少ないという
状況の維持・改善 

(ＰＩＳＡ) 
目標値 2029 年度： 

2022 年度実績の維持・

改善 

中間値 － 

実績値 2022 年度： 

○高得点層の割合 

数 学 的 リ テ ラ シ ー ：

6.8%(2.0%) 

読解力：1.8%(1.2%) 

科 学 的 リ テ ラ シ ー ：

3.0%(1.2%) 

○最低限の習熟度の割

合 

数 学 的 リ テ ラ シ ー ：

11.9%(31.1%) 

読 解 力 ：

13.8%(26.3%) 

科 学 的 リ テ ラ シ ー ：

8.0%(24.5%) 

※括弧の中はＯＥＣＤ平均 

 

・授業や学校生活で、友達や周りの人の考
えを大切にして、お互いに協力しながら課
題の解決に取り組んでいる児童生徒の割
合 
目標値 2027 年度：95% 

中間値 － 

実績値 2024 年度： 

小学校 94.1％ 

中学校 92.3% 

 
・児童生徒自ら学級やグループで課題を設
定し、その解決に向けて話し合い、まとめ、
表現するなどの学習活動を取り入れた学
校の割合 
目標値 2027 年度：95% 

中間値 － 

実績値 2024 年度： 

小学校 89.3％ 

中学校 85.1％ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

(市区町村) 
実績値 2024 年度：23.2％ 

2019 年度：4.5％ 

※校長の人事評価に、働き方改革に係る観
点を導入することに関する指標を検討し、
2025 年末までに設定する。 

ｃ．各教育委員会による、ＰＤＣ
Ａサイクル(所管の学校に在籍
する教師の働き方や業務量の
現状把握、改善に向けた定量
的な目標設定、「学校・教師が
担う業務に係る３分類」に基づ
く業務適正化等の取組と進捗
状況の検証など)の構築・実施
を促進。 

《所管省庁：文部科学省》 

○クラウド環境を活用した校務ＤＸを積極的
に推進している学校 

実績値 2023 年度：5.5% 

 
○次世代校務ＤＸの環境を構築済みの自

治体の割合 
実績値 2023 年度：3.1% 

 
○標準授業時数を大幅に上回る教育課程

を編成する学校のうち点検を行った学校の
割合 

実績値 2024 年度： 

小学校５年 99% 

中学校２年 96.5% 

 
 
 

ｄ．「ＧＩＧＡスクール構想の下で
の校務ＤＸチェックリスト」の活
用を含む汎用クラウドツールの
積極的な活用等を推進すると
ともに、校務支援システムのクラ
ウド化や校務系・学習系のネッ
トワークの統合等の次世代校
務ＤＸ環境の整備を促進。 

《所管省庁：文部科学省》 

ｅ．標準授業時数を大幅に上回る
教育課程を編成する学校が、
指導体制に見合った計画とする
ため、見直しを前提とした点検
を行うよう、各教育委員会が指
導・助言等を行うことを推進。 

《所管省庁：文部科学省》 
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ＫＧＩ(最終アウトカム) ＫＰＩ第２階層(中間アウトカム) ＫＰＩ第１階層(アウトプット) 関連施策 

(ＴＩＭＳＳ) 
目標値 2027 年度： 

2023 年度実績の維

持・改善 

中間値 － 

実績値 2023 年度： 

○高得点層の割合 

小学生算数： 

32%(7%) 

中学生数学： 

37%(7%) 

○最低限の習熟度の

割合 

小学生算数： 

1%(9%) 

中学生数学： 

1%(19%) 

※括弧の中は国際中央値。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

一次アウトカム 
○学校における働き方改革の推進に係る指

標 
・教師の時間外在校等時間の状況 
※将来的に、教師の平均時間外在校等時

間を月 20 時間程度に縮減することを目
指して、まずは、2029 年度までに平均の
時間外在校等時間を月 30 時間程度に
縮減する。 

目標値 2029 年度：小学校・中学校教諭 

月 30 時間程度 

中間値 2027 年度：縮減 

実績値 2022 年度：小学校・中学校教諭 

月 47 時間程度 

2016 年度：小学校・中学校教諭 

月 67 時間程度 

 
○「学校・教師が担う業務に係る３分類」の

実施状況(特に、３分類において「基本
的には学校以外が担うべき業務」と整理
された業務の縮減状況) 

  A B C D 

目

標

値 

2029 

年度 

100％ 100％ 100％ 100％ 

中

間

値 

2027 

年度 

増加 増加 増加 増加 

実

績

値 

2024 

年度 

72.6％ 44.7％ 46.7％ 50.6％ 

2021 

年度 

60.3％ 24.1％ 33.0％ 39.1％ 

○部活動について、地域連携や地域移行に
係る協議会を設置、または方針を策定して
いる自治体の割合 

実績値 2023 年度： 

協議会の設置：63％ 

方針の策定：29％ 
 

ｆ．部活動の地域連携・地域クラ
ブ活動への移行に向けた事例
創出や課題の分析・検証等を
行い全国的な取組の推進を図
るとともに、部活動ガイドラインで
示した休養日・活動時間の順
守徹底。 

《所管省庁：文部科学省》 

○教員業務支援員を配置している市町村の
割合 

実績値 2022 年度：81.9％ 

 
 
 
 
 
 
 

ｇ．教師の負担軽減や複雑化・困
難化する教育課題に対応する
指導・運営体制の充実に向
け、小学校教科担任制の拡大
や生徒指導担当教師の中学
校への配置拡充等の教職員
定数の改善や支援スタッフの配
置充実を図るとともに、教師と
支援スタッフとの連携協働を促
進。 

《所管省庁：文部科学省》 
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ＫＧＩ(最終アウトカム) ＫＰＩ第２階層(中間アウトカム) ＫＰＩ第１階層(アウトプット) 関連施策 

○全国学力・学習状況調査に
おける児童生徒の挑戦心、
自己有用感、幸福感等に関
する肯定的な回答の割合の
増加 

 
・自分にはよいところがあると思う
児童生徒の割合 
目標値 2024 年度実績から

の増加 

中間値 － 

実績値 2024 年度： 

小学生：84.0% 

中学生：83.4% 

 
・普段の生活の中で、幸せな気
持ちになることがある児童生徒
の割合 
目標値 2024 年度実績から

の増加 

中間値 － 

実績値 2024 年度： 

小学生：91.6% 

中学生：89.9% 

 
 

○「基本的には学校以外が担うべき業務」 

A：登下校時の対応は、学校以外の主体が中心に対

応している。 

B：放課後から夜間等における見回り、児童生徒が補

導された時の対応は、学校以外の主体が中心に対

応している。 

C：学校徴収金の徴収・管理は、公会計化または教師

が関与しない方法で徴収・管理等を行っている。 

D：地域人材等との連絡調整は、窓口となる学校職

員が直接行うのではなく、地域学校協働活動推進

員等の学校以外の主体が中心的に行うよう、地方公

共団体や教育委員会等において必要な取組を実施

している。 
 
※今後、学校における教職員間の連携協

働の実施状況に関する指標を、今年度
実施予定の関連調査の結果を踏まえて
検討し、2025 年末までに設定する。 

※今後、教師のウェルビーイングに関する指
標を検討し、2025 年末までに設定する。 

 
○民間企業等経験者の教員採用の実施

状況 
目標値 2027 年度：6.3% 

中間値 － 

実績値 2024 年度：4.5% 

 

○特別免許状の授与件数 
実績値 2023 年度：611 

 
○教員採用選考において民間企業等勤務

経験を加味した特別選考を実施している
自治体数 

実績値 2023 年度：59 

 
○特定分野に強みや専門性を持つ学科等に

関する特例を活用している大学数 
実績値 － 

※令和７年度入学者から適用開始 
 
○専科指導優先実施教科に対応した小学

校教員養成に係る特例を活用している大
学数 

実績値 － 

※令和７年度入学者から適用開始 

ｈ．特別免許状の授与及び活用
等に関する指針の改訂を踏ま
えた各都道府県教育委員会の
対応状況を調査し、必要に応
じて指導助言等を実施。また、
特別免許状、特別非常勤講
師制度により学校現場で外部
人材を活用した事例について調
査を行い、好事例の横展開を
図る。 

《所管省庁：文部科学省》 

ｉ．「特定分野に強みや専門性を
持つ学科等に関する特例」や
「専科指導優先実施教科に対
応した小学校教員養成に係る
特例」(2023 年 9 月改正)等
を広く大学に周知して活用を図
る。 

《所管省庁：文部科学省》 
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ＫＧＩ(最終アウトカム) ＫＰＩ第２階層(中間アウトカム) ＫＰＩ第１階層(アウトプット) 関連施策 

 ２．教育ＤＸの加速 

二次アウトカム 
○個別最適な学びと協働的な学びの一体

的な充実に係る指標 
※「1.教師を取り巻く環境整備」「3. 教育

データの収集・分析・利活用の促進」関連
施策による効果と併せて評価 

 
・学習指導において、児童生徒一人一人に
応じて、学習課題や活動を工夫する学校
の割合【再掲】 

 
・受けた授業が自分にあった教え方、教材、
学習時間になっていたと回答する児童生徒
の割合【再掲】 

 
・授業や学校生活で、友達や周りの人の考
えを大切にして、お互いに協力しながら課
題の解決に取り組んでいる児童生徒の割
合【再掲】 

 
・児童生徒自ら学級やグループで課題を設
定し、その解決に向けて話し合い、まとめ、
表現するなどの学習活動を取り入れた学
校の割合【再掲】 

 
 

○児童生徒の情報活用能力の底上げに係
る指標 

【ＫＰＩ第２階層の再掲】 
 
○１人１台端末の効果に係る定量的な指

標 
【ＫＰＩ第２階層の再掲】 
 

ａ．ＧＩＧＡスクール構想に基づく
施策の進捗状況を全国学力・
学習状況調査等を通じて確認
しつつ、端末の活用状況の検
証を進めるとともに各種施策を
推進する。2026 年度中に、端
末更新について、地方公共団
体における効率的な執行・活
用状況を検証し、次期更新に
向けた今後の支援の在り方につ
いて方向性を示す。 

《所管省庁：文部科学省》 

ｂ．学校のネットワークの「当面の推
奨帯域」が確保されるよう、ネッ
トワークアセスメントの実施促
進、通信契約の見直しの支
援、自治体担当者の専門性の
向上などを進め、ネットワーク環
境の改善に取り組む。 

《所管省庁：文部科学省》 

ｃ．端末活用について、事例の横
展開や、学校や自治体に対し
て研修に対する支援などの伴
走支援を強化。 

《所管省庁：文部科学省》 
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ＫＧＩ(最終アウトカム) ＫＰＩ第２階層(中間アウトカム) ＫＰＩ第１階層(アウトプット) 関連施策 

一次アウトカム 
○児童生徒の情報活用能力の底上げに係

る指標 
【小学校：レベル３、中学校：レベル５以
下の減少】 
 

(小学校) 
目標値 2027 年度：20%以下 

中間値 － 

実績値 2022 年度：49.9％ 

 
(中学校) 

目標値 2027 年度：20%以下 

中間値 － 

実績値 2022 年度：57.1％ 

 
○１人１台端末の効果に係る定量的な指

標 
【考えをまとめ、発表・表現する場面でのＩ
ＣＴ活用頻度の高い学校の割合】 
目標値 2026 年度：80％ 

中間値 － 

実績値 2024 年度：55.2％ 
 

○学習者用デジタル教科書の整備状況 
【義務教育段階の公立学校における整備割
合】 
実績値 2023 年度：99.8％ 

2022 年度：99.9％ 

 
○次世代校務ＤＸの環境を構築済みの自

治体の割合【再掲】 
 

ｄ．デジタル教科書について、英語
等について段階的に導入すると
ともに、デジタル教科書の効果
的な活用や研修に係る実証事
業に取り組み、活用の促進を
図りつつ、中央教育審議会の
デジタル教科書推進ワーキング
グループで、今後のデジタル教
科書の在り方等について 2025
年度中に検討。 

《所管省庁：文部科学省》 

ｅ．「ＧＩＧＡスクール構想の下で
の校務ＤＸチェックリスト」の活
用を含む汎用クラウドツールの
積極的な活用等を推進すると
ともに、校務支援システムのクラ
ウド化や校務系・学習系のネッ
トワークの統合等の次世代校
務ＤＸ環境の整備を促進。
【再掲】 

《所管省庁：文部科学省》 
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ＫＧＩ(最終アウトカム) ＫＰＩ第２階層(中間アウトカム) ＫＰＩ第１階層(アウトプット) 関連施策 

３．教育データの収集・分析・利活用の促進 

○個別最適な学びと協働的な学びの一体
的な充実に係る指標 

※「１. 教師を取り巻く環境整備」「２.教
育ＤＸの加速」関連施策による効果と併
せて評価 

 
・学習指導において、児童生徒一人一人に
応じて、学習課題や活動を工夫する学校
の割合【再掲】 

 
・受けた授業が自分にあった教え方、教材、
学習時間になっていたと回答する児童生徒
の割合【再掲】 

 
・授業や学校生活で、友達や周りの人の考
えを大切にして、お互いに協力しながら課
題の解決に取り組んでいる児童生徒の割
合【再掲】 

 
・児童生徒自ら学級やグループで課題を設
定し、その解決に向けて話し合い、まとめ、
表現するなどの学習活動を取り入れた学
校の割合【再掲】 

・「教育ＤＸ」や「教育データ利活用」等の推
進を重点施策等に位置付けている教育委
員会 
実績値 2023 年度：37％ 

 
・全国学力・学習状況調査に関する集計結
果データの研究者等への貸与件数 
実績値 2023 年度：26 件 

2022 年度：24 件 
 

ａ．文部科学省が実施する調査の
効率化や利活用方策、教育
関連のデータの標準化や利活
用方策を検討・実施。 

-文部科学省ＣＢＴシステムＭ
ＥＸＣＢＴの機能開発・活
用促進とともに、全ての公立の
小学校、中学校、義務教育
学校、中等教育学校前期課
程及び特別支援学校(小学
部、中学部)でＭＥＸＣＢＴ
の導入を推進。 

-文部科学省ＷＥＢ調査システ
ムEduSurveyによる、文部科
学省が教育委員会等に実施
する調査(情報活用能力調
査、英語教育実施状況調査
等)の効率化、迅速化。 

《所管省庁：文部科学省》 

ｂ．全国学力・学習状況調査への
ＣＢＴ・ＩＲＴの導入を機
に、調査設計・実施方法等の
改善について検討し、児童生
徒の学力・学習状況の基盤と
なるデータ(よりきめ細やかな自
治体の傾向や経年変化、より
広い領域・内容等に関する課
題把握等)を抜本的に充実。ま
た、国全体の傾向を捉えて教
育施策に反映する、各自治体
等における分析・活用の好事
例を横展開するなど調査データ
の利活用を促進。 

《所管省庁：文部科学省》 



文教・科学技術 １．質の高い公教育の再生 

10 

ＫＧＩ(最終アウトカム) ＫＰＩ第２階層(中間アウトカム) ＫＰＩ第１階層(アウトプット) 関連施策 

・公教育データ・プラットフォームの掲載件数 
実績値 2024 年度：395 件 

※累計 

ｃ．国立教育政策研究所において
構築した、国や自治体の政策・
実践に役立つ教育分野の調査
データや研究成果・取組事例を
共有するプラットフォームの整備
等を推進。 

《所管省庁：文部科学省》 
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政策目標：少子化の進行や地域の実情等を踏まえつつ、外部資源の活用やＰＤＣＡサイクルの徹底、改革の取組や教育成果に応じた財政支援のメリハリ付け
の強化等により高等教育の機能強化を図り、次代を担う人材育成の取組の質を向上させる。 

ＫＧＩ(最終アウトカム) ＫＰＩ第２階層(中間アウトカム) ＫＰＩ第１階層(アウトプット) 関連施策 

○大学卒業者の就職・進学
等率の向上 

【前年度実績以上】 
目標値 2024 年度： 

前年度以上 

中間値 － 

実績値 2023 年度： 

91.7% 

2022 年度： 

90.4% 

 
○全国の修士課程修了者の

就職・進学率の向上 
【前年度実績以上】 
目標値 2024 年度： 

前年度以上 

中間値 － 

実績値 2023 年度： 

89.8% 

 
○全国の博士後期課程学

生の就職率 
目標値 2040 年度： 

80% 

中間値 2027 年度： 

73.5% 

実績値 2023 年度： 

70% 

 
 
 
 

１．教育研究の質的改善のためのガバナンス・経営改革等の促進 

○運営費交付金の客観・共通指標
の実績を学内の戦略的な予算配
分に活用する国立大学の割合 

目標値 2027 年度：100% 

中間値 － 

実績値 2023 年度：97% 

2020 年度：37% 

 
 

 
 
 
 
○修士課程の入学者数 
【前年度実績以上】 
目標値 2025 年度： 

前年度以上 

中間値 － 

実績値 2024 年度： 

78,991 人 

 
○博士後期課程等への入学者数 
目標値 2030 年度： 

19,000 人 

中間値 

 

2027 年度： 

17,000 人 

実績値 2024 年度： 

15,744 人 

 
 

○経営判断への活用に向けて、決算情報と教
育研究等の成果実績等の比較分析を実施
する国立大学の割合 

実績値 2023 年度：86% 

2020 年度：17% 

 
 
 
 
 
 
○教育の質に係る客観的指標によるメリハリある

配分の実施状況 
実績値 2024 年度：-6％~＋6％ 

2018 年度：-2％~＋2％ 

  
○支援により、統合・縮小・撤退を行った大学数 
 ※2025 年度以降実績値を把握・記載。 
実績値  － 

  
○経営状況に係る基準に該当し、経営改革計

画を策定した大学数 
 ※2026 年度からの策定に向け、2025 年度

中に詳細を検討。 
実績値  － 

 

(評価制度の改善) 
ａ．第４期中期目標期間から年度評価

を廃止したほか、学問分野毎の特性
に配慮しつつ、教育・研究の成果にか
かる客観的指標により評価を実施。 

《所管省庁：文部科学省》 
 

※認証評価制度の見直しによる、教育
の質を実質的に評価可能とする評価
制度の構築に向け、中央教育審議
会で検討。 

(メリハリある財政支援) 
ｂ．国立大学法人運営費交付金につい

て、外部資金獲得実績や若手研究
者比率、運営費交付金等コスト当た
り Top10％論文、卒業・修了者の就
職・進学等の状況、大学院も含めた
教育改革の取組状況などを踏まえ配
分。 

《所管省庁：文部科学省》 

※在学中にどれくらい力を伸ばすことができたの
かといった教育の質を測る具体的な指標につい
ては、右記の検討状況も踏まえ設定。 ※在学中にどれくらい力を伸ばす

ことができたのかといった教育の質
を測る具体的な指標については、
右記の検討状況も踏まえ追記。 
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ＫＧＩ(最終アウトカム) ＫＰＩ第２階層(中間アウトカム) ＫＰＩ第１階層(アウトプット) 関連施策 

○企業等からの大学・公的
研究機関への投資額 

目標値 2025 年度： 

対 2018 年度比

で約７割増加 

中間値 － 

実績値 2021 年度： 

1,069 億円 

2018 年度： 

884 億円 

 
 

○経営改革計画を策定した大学等
について計画のＫＰＩを達成し、
経営改革が図られた大学数 

 ※2026 年度からの策定に向け、
2025 年度中に詳細を検討。 

目標値 － 

中間値 － 

実績値 － 
 

ｃ．2024 年度からの５年間の集中改革
期間を通じ、意欲的な経営改革に取
り組む私立大学等に対し重点的に支
援するとともに、教育の質に係る客観
的な指標等の見直し等により、教育
の質保証や経営力強化に向けてメリ
ハリある配分を実施。 

《所管省庁：文部科学省》 

○大学・高専機能強化支援事業に
より支援を受けた理工農系学部
等の卒業者のうち、進学及び高
度な専門性や科学的知識を応
用した技術的な職業へ就職した
者の割合 

目標値 2031 年度：5 割程度 

中間値 2028 年度：5 割程度 

実績値 － 
 

○大学・高専機能強化支援事業を活用し、デジ
タル・グリーン等の成長分野への学部再編等を
検討・実施しようとする大学等の申請数 

実績値 2024 年度：215 件 
 

(成長分野への学部再編) 
ｄ．デジタル・グリーン等の成長分野への

再編計画等を 2032 年度まで集中
的に受け付け、大学・高専の迅速な
学部再編等を促進。 

《所管省庁：文部科学省》 

○国立大学法人の寄附金収入増
加 

【直近５年間の寄附額平均につい
て、2021 年度から 2025 年度ま
でに、年平均５％の増加】 

 

○国立大学法人への寄附金受入件数 
実績値 2023 年度：200,942 件 

2021 年度：191,264 件 

 
 

(寄附金等の自己収入の拡大) 
ｅ．国立大学法人等及び学校法人への

個人寄附に係る税制改正を実施。 
《所管省庁：文部科学省》 

ｆ．国立大学法人や学校法人が確固と
した財政基盤が確立できるよう、寄附
金収入等の多元的な資金を調達す
るための環境をより一層整備するた
め、寄附税制の普及啓発や、先進事
例の紹介等を実施。 

《所管省庁：文部科学省》 
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ＫＧＩ(最終アウトカム) ＫＰＩ第２階層(中間アウトカム) ＫＰＩ第１階層(アウトプット) 関連施策 

２．高等教育全体の規模の適正化に向けた取組促進 

・今後、高等教育全体の規模の適
正化に向けた取組促進について測
る指標を検討し、2025 年末までに
設定。 

・今後、高等教育全体の規模の適正化に向けた
取組促進について測る指標を検討し、2025 年
末までに設定。 

 

ａ．レジリエントな私立大学等への構造転
換のため、チャレンジ、連携・統合、縮
小・撤退に向けた支援等に取り組む。 

※中央教育審議会の議論を踏まえた更
なる対応策を 2025 年末までに検討
する。 

《所管省庁：文部科学省》 
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ＫＧＩ(最終アウトカム) ＫＰＩ第２階層(中間アウトカム) ＫＰＩ第１階層(アウトプット) 関連施策 

３．学生や教員の多様性・流動性の確保 

○日本人留学生数(高校) 

目標値 2033 年度：12 万人 

中間値 2027 年度：7.9 万人 

実績値 2023 年度：3.5 万人 

2019 年度：2.5 万人 

○外国人留学生数(高校) 

目標値 2033 年度：2 万人 

中間値 2027 年度：1.4 万人 

実績値 2023 年度：0.4 万人 

2019 年度：0.5 万人 

○日本人留学生数(高等教育) 

目標値 2033 年度：38 万人 

中間値 2027 年度：29.3 万人 

実績値 2022 年度：9.8 万人 

2019 年度：17.5 万人 

※長期及び中短期留学者数を合計し
た値。 

○外国人留学生数(高等教育等) 

目標値 2033 年度：38 万人 

中間値 2027 年度：35.1 万人 

実績値 2023 年度：27.9 万人 

2019 年度：31.2 万人 

○留学生の卒業後の国内就職率(国

内進学者を除く。) 

目標値 2033 年度：60％ 

中間値 2027 年度：55.2％ 

実績値 2022 年度：53.3％ 

2018 年度：48％ 

※2027 年度の中間値は 2033 年の

目標値に向けて、一定のペースで増

加すると仮定した場合の 2027 年時

点での到達点。 

 

○対面での国際交流を実施した学校の割合 

実績値 2023 年度：22.0% 

2021 年度：18% 

 

○経済的支援を受けて留学している学生数 

実績値 2022 年度：9,907 

2021 年度：1,820 

 

○海外の大学との交流協定に基づく交流のある大学

の割合 

実績値 2022 年度：64％ 

2020 年度：48％  

 

○ジョイント・ディグリー・プログラムの数 

実績値 2024 年度：29 

2022 年度：27 

 

○ダブル・ディグリー・プログラムの数 

実績値 2022 年度：371 

2020 年度：349 

 

○留学生就職促進教育プログラム認定制度 

実績値 2023 年度：23 拠点 

2022 年度：16 拠点 
 

ａ．留学生交流の促進及び大学の国際
化を一体的に推進。 

ー外国人留学生や日本人生徒・学生
に対する奨学等の経済的な支援の充
実。 

ー早期からの外国人留学生の誘致活
動や卒業後の国内定着に関する取
組。 

ー日本人学生と外国人学生による多文
化共修のための国内外の環境整備
や、海外の大学との連携等の強化。 

《所管省庁：文部科学省》 
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ＫＧＩ(最終アウトカム) ＫＰＩ第２階層(中間アウトカム) ＫＰＩ第１階層(アウトプット) 関連施策 

○リカレント教育の社会人受講者数
のほか、その教育効果や社会への
影響(※要検討) 

※「リカレント教育の社会人受講者
数」を網羅的に把握している調査
はこれまで存在しなかったため、文
部科学省にて毎年実施している
大学改革状況調査の調査項目
に 2024 年度から当該の項目を
追加した。そのため、数値が出てく
るのは 2025 年度以降となる。 

※目標値・中間値は、2025 年度
の調査結果を踏まえて決定。 

○大学等における、主に社会人を対象としたプロ
グラム提供割合 

実績値 2022 年度：27.0% 

2011 年度：16.3% 

 
○社会人の学びのポータルサイト「マナパス」に掲

載されている大学・専修学校等の社会人向け
プログラム数 

実績値 2023 年度：4,418 

2020 年度：3,946 

 
○学びに関する情報アクセスに課題を抱える社

会人の割合 
実績値 2022 年度：3.7% 

2005 年度：5.8% 
 

ｂ．大学等が地域や産業界と連携・協働
して産学官連携プラットフォームや産
学協働体制を構築し、経営者を含む
地域や産業界の人材ニーズを捉える
コーディネーターの配置により、大学内
外の魅力的な資源を活用したリカレン
ト教育プログラムを開発するとともに、
受講の効果等を企業等において適切
に評価する取組を通じて、産業界・個
人・大学等によるリカレント教育エコシ
ステムの構築を支援。 

《所管省庁：文部科学省》 

ｃ．リカレント教育エコシステム構築支援
事業で配置するコーディネーターの職
務内容や求められるスキル等の分析を
2025 年度中に実施・公表。 

《所管省庁：文部科学省》 

４．学生への効果的な修学支援の推進 

○高等教育の修学支援新制度の
支援対象学生の就職・進学率の
状況 

目標値 2030 年度：95.0% 

中間値 2027 年度：95.0% 

実績値 2023 年度：93.9% 
 

○高等教育の修学支援新制度の支援対象学
生のＧＰＡ(平均成績)等の状況 

【前年度の支援対象学生のうち、ＧＰＡ等下位
1/4 の割合】 
実績値  2023 年度：10.8% 

 
○住民税非課税世帯の大学等への進学率 
実績値  2023 年度：69%(実績値) 

 2022 年度：57%(推計値) 

 
○多子世帯や低所得世帯を対象とした大学等

授業料の無償化の認知率 
実績値 2025 年度：調査予定 

 

ａ．低所得世帯を対象とする高等教育の
修学支援新制度(給付型奨学金・
授業料等減免)等の着実に実施する
とともに、多子世帯・理工農系の中間
層への対象拡充、対象となる機関要
件の見直し、学業要件の適正化を実
施。 

《所管省庁：文部科学省》 

ｂ．こども未来戦略の「加速化プラン」等に
基づく効果検証等及び見直しの実
施。 

《所管省庁：文部科学省》 
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政策目標：科学技術・イノベーション政策においてエビデンスに基づく政策立案等を図りながら、官民をあげて研究開発等を推進することで、国民の生活の質の向
上等に貢献する形で、Society5.0 やイノベーション・エコシステムの構築等の実現を目指し、「科学技術立国」の実現につなげる。 

ＫＧＩ(最終アウトカム) ＫＰＩ第２階層(中間アウトカム) ＫＰＩ第１階層(アウトプット) 関連施策 

１．イノベーションの持続的な創出に向けた研究大学群の形成 

○Top10%論文数 
【国際卓越研究大学(※東北大の
例)】 

目標値 2049 年度： 

6,000 本 

中間値 2034 年度： 

2,100 本 

実績値 2023 年度： 

664 本 

※国際卓越研究大学法に基づく基
本方針において、Top10％論文
数が1,000本程度(直近の５年
間総計)以上であることを求めて
いる。 

 
(J-PEAKS 採択大学) 
目標値 2040 年度： 

３倍 

中間値 2029 年度： 

1.5 倍 

実績値 2023 年度： 

※2025年度中に実測予

定 

※特定領域における Top10%論
文数 

※令和６年度採択大学の分析を
踏まえ、令和７年度に見直し予
定。 

 
 
 
 

○研究者の年間研究活動時間 
【国際卓越研究大学及び J-PEAKS
採択大学】 

実績値 2022 年度： 

1,130 時間 

※ＦＴＥ調査の結果から実績値を
算出 

※各大学の実情に応じて着実な増
加を目指す。 

 
○研究者の年間研究活動時間割合 
【国際卓越研究大学及び J-PEAKS
採択大学】 

実績値 2022 年度： 

39.6% 

※ＦＴＥ調査の結果から実績値を
算出 

※各大学の実情に応じて着実な増
加を目指す。 

 
○研究大学群における外国人研究

者比率 
【国際卓越研究大学(※東北大の
例)】 

目標値 2049 年度： 

30.0% 

中間値 2034 年度： 

17.0% 

実績値 2023 年度： 

9.1% 

 
 

(世界最高水準の研究大学の実現) 
○体制強化計画通りに取組を進めている

認定大学の数 
実績値 － 

※2024 年度に東北大学を国際卓越
研究大学に認定したことから、実績な
し。 

 
※以下は東北大学の重点ＫＰＩの一
例 
○ＰＩ研究ユニット数 
実績値 2023 年度：830 ユニット 

 
○博士課程学生に対し修了時までに国

際経験を提供した割合 
実績値 2023 年度：8% 

 
○博士課程学生への平均経済支援額 
実績値 2023 年度：180 万円 

 
○ＰＩ教員とスタッフの比率 
実績値 2023 年度：89.1% 

 
○産学共創拠点設置件数 
実績値 2023 年度：14 件 

 

(世界最高水準の研究大学の実現) 
ａ．大学ファンドの運用状況等を勘案し

つつ段階的に国際卓越研究大学の
認定・計画認可を行い、大学ファンド
による助成を実施する。長期的視点
に立ちつつ、毎年度、大学が提示し
たコミットメントの達成状況等につい
て、進捗確認(モニタリング)を行いな
がら大学の取組や活動を後押しをす
る。また、厳格な結果責任を求める
観点から、一定期間(６年～10 年
を目安とし、審査の過程で決定す
る。)ごとに、各大学が設定した指標
等や事業成長、大学独自基金の達
成状況等について、支援の継続の可
否に係る評価を実施し、中長期的な
観点から結果責任を問う。その際、
大学ファンドによる助成に加え、大学
の自己財源や民間資金等の多様な
財源の一体的かつ効果的な活用が
行われているか検証。 

《所管省庁：内閣府科学技術・イノベー
ション推進事務局、文部科学省》 

 ｂ．大学ファンドの運用に当たって、リスク
管理体制を含めた体制整備を継続
的に進める 

《所管省庁：内閣府科学技術・イノベー
ション推進事務局、文部科学省》 
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ＫＧＩ(最終アウトカム) ＫＰＩ第２階層(中間アウトカム) ＫＰＩ第１階層(アウトプット) 関連施策 

○知的財産権等収入 
【国際卓越研究大学(※東北大の
例)】 

目標値 2049 年度： 

4,170 百万円 

中間値 2034 年度： 

1,080 百万円 

実績値 2023 年度： 

481 百万円 

(J-PEAKS 採択大学) 
目標値※「大学等

における産学連携等

実施状況」の過去の

ペースから計算 

2040 年度： 

2,700 百万円 

中間値※「大学等

における産学連携等

実施状況」の過去の

ペースから計算 

2029 年度： 

1,800 百万円 

実績値 2023 年度： 

1,280 百万円 

※令和６年度採択大学の分析を
踏まえ、令和７年度に見直し予
定。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(J-PEAKS 採択大学) 
実績値 2022 年度： 

5.6% 

※本事業趣旨に照らして、実績値の
み記載。 

 
○民間企業等からの研究資金等受

入額 
【国際卓越研究大学(※東北大の
例)】 

目標値 2049 年度： 

959 億円 

中間値 2034 年度： 

283 億円 

実績値 2023 年度： 

86 億円 

※国際卓越研究大学法に基づく基
本方針において、直近５年間の民
間企業等からの研究資金等受入
額が年平均で 10 億円以上となっ
ていることを求めている。また、民間
企業等からの研究資金等受入額
を含む外部資金の獲得について、
年平均５％程度以上の増加を求
めている。 

 
(J-PEAKS 採択大学) 
目標値※「大学等

における産学連携等

実施状況」の過去の

ペースから計算 

2040 年度： 

620 億円 

中間値※「大学等

における産学連携等

実施状況」の過去の

ペースから計算 

2029年度：430

億円 

実績値 2023 年度： 

326 億円 

○「地域中核・特色ある研究大学総合振
興パッケージ」における「大学自身の取
組の強化」に関する事業および「地域社
会における大学の活躍の促進」に関す
る事業の両方に採択された大学の割合 

※実績値を含め今後測定を予定 

(地域の中核・特色ある研究大学の機能
強化) 
ｃ．「地域中核・特色ある研究大学総合

振興パッケージ(以下、「パッケー
ジ」)」について必要に応じて記載事
業の精査、改定を実施し、パッケージ
掲載事業の大学における活用を促
進。 

《所管省庁：内閣府科学技術・イノベー
ション推進事務局》 

(地域の中核・特色ある研究大学の機
能強化) 
○計画通りに取組を進めている採択大

学の数 
実績値 ※2026 年度及び 2027

年度に事業の執行機
関である日本学術振
興会において中間評価
を実施予定 

 
○ＵＲＡ等の研究支援員の配置数 
実績値 2023 年度：557 人 

※「大学等における産学連携等実施状
況」の「ＵＲＡとしての業務に専念専従
させている者」及び「全業務時間の半分
以上をＵＲＡとしての業務に従事させ
ている者」より計算 

 
○大型産学共創拠点に採択されている

数 
実績値 2025 年 4 月現在：14 件 

※ J-PEAKS 採 択 大 学 の う ち 、 COI-
NEXT に採択された拠点の件数 

 
 
 

ｄ．地域中核・特色ある研究大学強化
促進事業(J-PEAKS)について、採
択大学に対する伴走支援を実施し、
伴走支援の状況も踏まえ、各大学の
研究力向上に関する課題の解決に
向け、必要な措置を講じる。また、事
業目的として設定された特色ある研
究の国際展開や、地域の経済社会
や国内外の課題解決が図られたかに
ついて、論文の量や質の推移、インパ
クトをもたらした事例など多面的な指
標を用いて総合的に検証。その際、
本事業における国費投入額当たりの
トップ論文数など、国費投入額当たり
の成果も検証。(３年度目及び５年
度目終了時を目途に評価を実施予
定) 

《所管省庁：文部科学省》 
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ＫＧＩ(最終アウトカム) ＫＰＩ第２階層(中間アウトカム) ＫＰＩ第１階層(アウトプット) 関連施策 

○大学発ＳＵの企業価値評価 
【国際卓越研究大学及び J-PEAKS
採択大学】 

実績値 2025 年度： 

8,167 億円 

※ 国 際 卓 越 研 究 大 学 及 び J-
PEAKS採択大学発ＳＵのうち、
大学から申告のあった上場してい
る 23 企業の時価総額の合算値
を記載 

※時価総額は令和 7 年 4 月 8 日
8 時現在 

※経済状況や市況に留意する必
要があるが、着実な増加を目指
す 

 
○大学発ＳＵの売上高 
【国際卓越研究大学及び J-PEAKS
採択大学】 

実績値 2024 年度： 

8,720 億円 

※ 国 際 卓 越 研 究 大 学 及 び J-
PEAKS採択大学発ＳＵのうち、
大学から申告のあった上場してい
る 23 企業の直近決算期の決算
額の合算値を記載 

※経済状況や市況に留意する必
要があるが、着実な増加を目指
す 

 
 
 
 
 
 
 
 

○大学の事業規模成長 
【国際卓越研究大学】 

目標値 支出成長率 

年平均３％程度 

(※東北大の例) 

目標値 2049 年度： 

2,922 億円 

中間値 2034 年度： 

1,521 億円 

実績値 2023 年度： 

891 億円 

(J-PEAKS 採択大学) 
実績値 2023 年度： 

8,410 億円 

※本事業は必ずしも国費を含む事業
規模の拡大だけを追求するもので
はないため、実績値のみ記載。 

 
○企業・自治体との共同研究数 
【国際卓越研究大学及び J-PEAKS
採択大学】 

目標値 

※「大学等におけ

る産学連携等実

施状況」の過去

のペースから計算 

2049 年度： 

19,000 件 

中間値 

※「大学等におけ

る産学連携等実

施状況」の過去

のペースから計算 

2034 年度： 

13,000 件 

実績値 2023 年度： 

9,047 件 

※「大学等における産学連携等実施
状況」の「共同研究受入実績」より
算出 

 

○スタートアップ・エコシステム共創プログラ
ムにおける事業化支援件数 

実績値 2023 年度：186 件 
 

(ＥＢＰＭの強化) 
ｅ．先行研究のサーベイや好事例調査、

基礎情報の収集及びそれらを踏まえ
た分析を実施しつつ、研究大学群の
形成に向けた各種支援等により、戦
略的な自立経営の下で、イノベーショ
ンを創出する研究環境の構築による
研究の質的改善などが、中長期的な
成果創出に向けて効果的・効率的に
進められているか、また、産学官連携
を通じた成果展開力の強化や民間
投資の促進が効果的に進められてい
るかについて、国費投入額当たりのト
ップ論文数や国費投入額当たりの民
間からの研究資金等受け入れ額な
ど、国費投入額当たりの成果を検
証。 

《所管省庁：内閣府科学技術・イノベー
ション推進事務局、文部科学省》 
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ＫＧＩ(最終アウトカム) ＫＰＩ第２階層(中間アウトカム) ＫＰＩ第１階層(アウトプット) 関連施策 

 
○企業から大学への寄附額 
【国際卓越研究大学及び J-PEAKS
採択大学】 

実績値 2023 年度： 

92 億円 

※「大学等における産学連携等実
施状況」の「寄附受入実績」よ
り、民間企業が大学に対して寄
付した額より算出 

※経済状況や市況に留意する必
要があるが、着実な増加を目指
す 

 
(関連施策「１．イノベーションの持

続的な創出に向けた研究大学
群の形成」における検討事項) 

※ＥＢＰＭアクションプランであげて
いる、研究開発費や国費投入額
当たりの指標(例：研究開発費
に対する Top10％補正論文数 
等)の取り方について、現在検討
を行っており、今後実績値等を示
す。 

※第７期科学技術・イノベーション
基本計画の検討と合わせ、指標
についても見直しを検討(人文社
会系も含めた研究力に係る指標
など) 

※国際卓越研究大学制度及び J-
PEAKS に関する国としての指標
の取り方については、次回ＥＢＰ
Ｍアクションプラン改訂のタイミング
で検討・更新。 

 

○特許等の件数 
【国際卓越研究大学及び J-PEAKS
採択大学】 
実績値 2023 年度： 

5,978 件 

※「大学等における産学連携等実施
状況」の「特許権許諾(契約数)」
から算出 

※各大学のビジョンや戦略に基づいて
研究成果を特許として申請すること
が重要となるため、全大学共通で
目標値を設定することは困難 

 
○大学等発ＳＵ数 
【国際卓越研究大学(※東北大の
例)】 

目標値 2049 年度： 

1,500 社 

中間値 2034 年度： 

750 社 

実績値 2023 年度： 

157 社 

 
【J-PEAKS 採択大学】 
目標値 

※「大学等における産学

連携等実施状況」の過

去のペースから計算 

2040 年度： 

年間 300 社 

中間値 

※「大学等における産学

連携等実施状況」の過

去のペースから計算 

2029 年度：

年間 180 社 

実績値 2023 年度：

年間 117 社 
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ＫＧＩ(最終アウトカム) ＫＰＩ第２階層(中間アウトカム) ＫＰＩ第１階層(アウトプット) 関連施策 

(関連施策「１．イノベーションの持続
的な創出に向けた研究大学群の
形成」における検討事項) 

※指標の取り方については、次回Ｅ
ＢＰＭアクションプラン改訂のタイミ
ングで検討・更新。 

２．投入額当たりのトップ論文数など、論文生産性の向上をはじめとする研究の質を高める仕組みの構築 

○研究開発マネジメント人材が経
営層(副理事等)にいる大学の数 

目標値 検討中 

中間値 検討中 

実績値 － 

※指標の取り方については、次回Ｅ
ＢＰＭアクションプラン改訂のタイ
ミングで検討・更新。 

 
○科研費の「基盤研究(A)~(C)」

における産出論文のうち国際共
著論文の割合 

目標値 2030 年度：19.0% 

中間値 2027 年度：16.6% 

実績値 2023 年度：14.2% 

2022 年度：14.9% 

※年度は、研究課題の終了年度。 
※実績値等の値は実績報告書上

の 値 を 集 計 し た も の で あ り 、
Scopus 又は Web of Science
には未収録の論文を含む。 

○研究開発マネジメント人材が経営
層(副理事等)にいる大学の数(採
択大学を対象) 

目標値 検討中 

中間値 検討中 

実績値 － 

※2025 年度に採択予定であること
から、実績なし。 

※今後採択大学の分析を踏まえ、令
和 7 年度に見直し予定。 

 
○科研費の「基盤研究(A)~(C)」の

採択課題における国際共同研究の
実施割合 

目標値 2030 年度：23.1% 

中間値 2027 年度：19.4% 

実績値 2023 年度：15.7% 

2022 年度：16.0% 

※年度は、研究課題の終了年度。 
※実績値等の値は実績報告書上の

値を集計したもの。  
 

○研究開発マネジメント人材の雇用人数
(採択大学を対象) 
実績値 － 

※2025 年度に採択予定であることから、
実績なし。 

※今後採択大学の分析を踏まえ、令和 7
年度に見直し予定。 

 
○ＯＪＴ研修の受講者数 
実績値 － 

※2025 年度に採択予定であることから、
実績なし。 

※今後採択大学の分析を踏まえ、令和 7
年度に見直し予定。 

 
○研究開発マネジメント人材の人事制度

を構築(キャリアパス等に関する規定の
整備)している大学の数(採択大学を対
象) 

実績値 － 

※2025 年度に採択予定であることから、
実績なし。 

※今後採択大学の分析を踏まえ、令和 7
年度に見直し予定。 

 
 
 
 

ａ．研究開発マネジメント人材育成のた
めのＯＪＴ研修の設計し、同研修プ
ログラム開発に取り組む機関の支援
を通じて同研修を開発。併せて、研
究開発マネジメント人材の確保・育
成や人事制度の構築に取り組み、適
切な処遇・キャリアパスの確立を推
進。 

《所管省庁：文部科学省》 
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ＫＧＩ(最終アウトカム) ＫＰＩ第２階層(中間アウトカム) ＫＰＩ第１階層(アウトプット) 関連施策 

○教職協働に関する取組を実施してい
る大学の割合 

実績値 2022 年度：94.5% 

 
○科研費の「基盤研究(A)~(C)」の採

択課題のうち国際性の評価による重
点配分の対象となった課題の割合 

実績値 2024 年度：4.6% 
 

ｂ．研究開発マネジメント人材や技術
職員の評価、処遇、雇用に関して、
優良事例を盛り込んだ人事制度の
ガイドラインの策定、普及展開。 

《所管省庁：文部科学省》 

ｃ．各大学における教職協働(教員及び
事務職員等の協働)の実質化や大
学入学者選抜に関する業務の合理
化等を促進。 

《所管省庁：文部科学省》 

ｄ．科研費の中核的な研究種目「基盤
研究(A)～(C)」における国際性評
価の導入によって国際性の高い研究
を積極的に見出していくほか、研究種
目の整理・統合を段階的に実施する
とともに、2028 年度に予定されてい
る審査システムの見直しに向けて、審
査・評価・研究費配分等の仕組み等
を検討・実施。 

《所管省庁：文部科学省》 

３．若手研究者の処遇向上・活躍促進につながる人事マネジメントの構築や産業界等幅広い業種での博士号取得者の雇用促進に向けた仕組みの構築 

○全国の博士後期課程学生の就
職率 

目標値 2040 年度：80% 

中間値 2027 年度：73.5% 

実績値 2023 年度：70% 

 
 
 
 
 
 

○次世代研究者挑戦的研究プログ
ラム(ＳＰＲＩＮＧ)の就職率 

目標値 2040 年度：90% 

中間値 2027 年度：83% 

実績値 2023 年度：79.1% 

 
 
 
 
 
 

○ジョブ型研究インターンシップ登録学生
数 

実績値 2023 年度：2109 人 
 

ａ．博士人材の民間企業における活躍
促進に向けて、民間企業・大学等が
取り組むべき事項について「手引き・
ガイドブック(仮称)」等の策定・普及
展開。 

《所管省庁：文部科学省、経済産業省》 

○ ＳＰＲＩＮＧ採択校におけるジョブ
型研究インターンシップの利用率 

実績値 2023 年度：24% 
 

ｂ．次世代研究者挑戦的研究プログラ
ム(ＳＰＲＩＮＧ)等を通じたキャリ
アパス支援(キャリア開発・育成コンテ
ンツの提供等)の取組の推進。 

《所管省庁：文部科学省》 
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ＫＧＩ(最終アウトカム) ＫＰＩ第２階層(中間アウトカム) ＫＰＩ第１階層(アウトプット) 関連施策 

○若手研究者の Top10%補正論
文数 

目標値 2040 年度：検討中 

中間値 2027 年度：検討中 

実績値 2023 年度：調査中 

※指標の取り方については、次回Ｅ
ＢＰＭアクションプラン改訂のタイ
ミングで検討・更新。 

 

○研究大学における若手研究者比
率 
目標値 2040 年度：検討中 

中間値 2027 年度：検討中 

実績値 2023 年度：調査中 

※指標の取り方については、次回Ｅ
ＢＰＭアクションプラン改訂のタイミ
ングで検討・更新。 

 
○博士後期課程等への入学者数 

目標値 2030 年度：19,000 人 

中間値 

 

2027 年度：17,000 人 

実績値 2024 年度：15,744 人 

 
○研究者の年間研究活動時間、活

動割合(若手研究者) 
目標値 2040 年度：検討中 

中間値 2027 年度：検討中 

実績値 2023 年度：調査中 

※指標の取り方については、次回Ｅ
ＢＰＭアクションプラン改訂のタイミ
ングで検討・更新。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○(博士課程学生：ＳＰＲＩＮＧとＤ
Ｃ)本事業における支援者数 

(ＳＰＲＩＮＧ) 
実績値 2023 年度：9,216 人 

※2024 年度の実績値は集計中 
  
(ＤＣ) 
実績値 2024 年度：4,142 人 

 
○(若手研究者：ＰＤ・ＲＰＤ・ＢＯＯ

ＳＴ若手)本事業における支援者数 
(ＰＤ) 
実績値 2024 年度：1,000 人 

  
(ＲＰＤ) 
実績値 2024 年度：214 人 

  
(ＢＯＯＳＴ若手) 
実績値 2024 年度：調査中 

※事業開始が 2024 年度であり、2024
年度の実績値は集計中 

ｃ．次世代研究者挑戦的研究プログラ
ム(ＳＰＲＩＮＧ)・特別研究員制
度(ＤＣ・ＰＤ・ＲＰＤ)・国家戦略
分野の若手研究者及び博士後期課
程学生の育成(ＢＯＯＳＴ)等によ
る博士後期課程学生・若手研究者
の処遇向上と研究環境確保。 

《所管省庁：文部科学省》 
 

○中長期的に目指すべき理想の年代構
成を定め実績とともに公表する国立大
学の割合 

実績値 2024 年度：91％ 

2020 年度：47％ 
 

ｄ．国立大学法人について、年齢・職位
のバランスを考慮した中長期的な人
事計画策定等の人事給与マネジメン
ト改革を推進するとともに、若手研究
者比率を評価指標の一部として運営
費交付金を配分。 

《所管省庁：文部科学省》 
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ＫＧＩ(最終アウトカム) ＫＰＩ第２階層(中間アウトカム) ＫＰＩ第１階層(アウトプット) 関連施策 

○博士課程学生：ＳＰＲＩＮＧ・
ＤＣによる支援者の支援期間中
の論文数 

(ＳＰＲＩＮＧ) 
目標値 2040 年度：検討中 

中間値 2027 年度：検討中 

実績値 2024 年度：調査中 

(ＤＣ) 
目標値 2040 年度：検討中 

中間値 2027 年度：検討中 

実績値 2024 年度：調査中 

※指標の取り方については、次回Ｅ
ＢＰＭアクションプラン改訂のタイミ
ングで検討・更新。 

 
○若手研究者：ＰＤ・ＲＰＤ・Ｂ

ＯＯＳＴ若手による支援者の支
援期間中の論文数 

(ＰＤ) 
目標値 2040 年度：検討中 

中間値 2027 年度：検討中 

実績値 2024 年度：調査中 

(ＲＰＤ) 
目標値 2040 年度：検討中 

中間値 2027 年度：検討中 

実績値 2024 年度：調査中 

(ＢＯＯＳＴ若手) 
目標値 2040 年度：検討中 

中間値 2027 年度：検討中 

実績値 2024 年度：調査中 

※指標の取り方については、次回Ｅ
ＢＰＭアクションプラン改訂のタイミ
ングで検討・更新。 
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※それぞれの指標について、投入した研究開発費や国費額に対する比率で測ることも検討。 

ＫＧＩ(最終アウトカム) ＫＰＩ第２階層(中間アウトカム) ＫＰＩ第１階層(アウトプット) 関連施策 

○博士課程学生：ＳＰＲＩＮＧ・
ＤＣによる支援者の支援期間中
の学会発表回数 

(ＳＰＲＩＮＧ) 
目標値 2040 年度：検討中 

中間値 2027 年度：検討中 

実績値 2024 年度：調査中 

(ＤＣ) 
目標値 2040 年度：検討中 

中間値 2027 年度：検討中 

実績値 2024 年度：調査中 

※指標の取り方については、次回Ｅ
ＢＰＭアクションプラン改訂のタイミ
ングで検討・更新。 

 
○若手研究者：ＰＤ・ＲＰＤ・Ｂ

ＯＯＳＴ若手による支援者の支
援期間中の学会発表回数 

(ＰＤ) 
目標値 2040 年度：検討中 

中間値 2027 年度：検討中 

実績値 2024 年度：調査中 

(ＲＰＤ) 
目標値 2040 年度：検討中 

中間値 2027 年度：検討中 

実績値 2024 年度：調査中 

(ＢＯＯＳＴ若手) 
目標値 2040 年度：検討中 

中間値 2027 年度：検討中 

実績値 2024 年度：調査中 

※指標の取り方については、次回Ｅ
ＢＰＭアクションプラン改訂のタイミ
ングで検討・更新。 
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政策目標：人々に楽しさや喜びをもたらし、共生社会や健康長寿社会、地域や経済の活性化等に寄与するスポーツの多様な価値を実感できる社会の実現に向
けて、全ての国民が気軽にスポーツできる環境を整備するとともに、民間資金等の一層の活用により、スポーツの成長産業化・地域スポーツの普及・発
展を図る。 

ＫＧＩ(最終アウトカム) ＫＰＩ第２階層(中間アウトカム) ＫＰＩ第１階層(アウトプット) 関連施策 

１．民間資金を活用した官民一体となったスポーツ施策の推進 

○スポーツ実施率の向上 
【週１回以上のスポーツ実施率
(20 歳以上)】  

(1) 一般 
目標値 2026 年度：70% 

中間値 － 

実績値 2024 年度：52.5% 

2023 年度：52.0% 

(2) 障害者 
目標値 2026 年度：40% 

中間値 － 

実績値 2024 年度：32.8% 

2023 年度：32.5% 

※スポーツを「する」者はスポーツに参画しな

かった者より幸福感が高い(10 点満点中

1.2 点の差)というデータがある。 

(令和６年度「スポーツの実施状況等に

関する世論調査」) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○卒業後も運動・スポーツを継続
したい子供の増加 

目標値 2026 年度： 

児童・生徒 90%以上 

中間値 － 

実績値 2024 年度： 

児童 86.9％ 

生徒 81.9% 

2023 年度： 

児童 86.2％ 

生徒 81.3% 

 
○スポーツエールカンパニーの認定

団体数の増加 
目標値 2026 年度： 

2,000 団体 

中間値 － 

実績値 2024 年度： 

1,498 団体 

2023 年度： 

1,252 団体 

※令和 6 年度「スポーツの実施状
況等に関する世論調査」におい
て、就業者の勤務先で「運動・ス
ポーツを活用した取組」がある場
合の週１日以上のスポーツ実施
率(20 歳以上)は 70.1%となっ
ている。 

○「運動・スポーツをすることは好き」と感じる
子供の割合 

実績値 2024 年度： 

児童 89.8% 

生徒 83.6% 

 
○学校体育施設開放頻度 
※年間を通じ平日に開放を行う学校の割合 
実績値 2023 年度：71.8% 

 
○部活動について、地域連携や地域移行に

係る協議会を設置、又は方針を策定して
いる自治体の割合 

実績値 2023 年度： 

協議会の設置：63％ 

方針の策定：29％ 

 
○スポーツを通じた健康増進に取り組む

「Sport in Life」コンソーシアム加盟団体
数 
実績値 2024 年度：4,566 団体(2025

年２月 18 日時点) 

2023 年度：3,300 団体 

※累計 

(子供・若者の日常的な運動習慣の確立と体
力の向上) 
ａ．体育・保健体育の授業等を通じて、運

動好きな子供や日常から運動に親しむ
子供を増加させ、生涯にわたって運動や
スポーツを継続し、心身共に健康で幸福
な生活を営む資質や能力の育成を図
る。(2026 年度まで) 

《所管省庁：文部科学省》 

(持続可能な地域スポーツ環境の一体的な
整備) 
ｂ．少子化の中でも、将来にわたり我が国の

子供たちがスポーツに継続して親しむこと
ができる機会を確保するため、休日の運
動部活動の段階的な地域移行と地域ス
ポーツ環境の一体的な整備に向けた取
組を推進する。(2026 年度まで) 

《所管省庁：文部科学省》 
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ＫＧＩ(最終アウトカム) ＫＰＩ第２階層(中間アウトカム) ＫＰＩ第１階層(アウトプット) 関連施策 

○スポーツを通じた健康増進への貢献 
【１回 30 分以上の運動を週２
回以上、1 年以上継続して実
施する割合の増加】 
目標値 2026 年度：27.2% 

(2022 年度)より増加 

中間値 － 

実績値 2024 年度：26.9% 

2023 年度：27.3% 

※「習慣的な身体活動は死亡や疾患発

症のリスクを低減し、健康増進に効果

的である」とされている。(厚生労働省

「健康づくりのための身体活動・運動ガ

イド 2023」) 

(スポーツを通じた健康増進) 
ｃ．自治体や企業等における住民や従業員

のスポーツ実施の機運醸成やスポーツを
通じた健康増進に向けて、「Sport in 
Life」コンソーシアムにおける普及・啓発
や地域における運動・スポーツを習慣化
するための取組を進めるほか、人々のス
ポーツを通じたライフパフォーマンスの向上
に向けて、「目的を持った運動・スポーツ」
等を推進。(2026 年度まで) 

《所管省庁：文部科学省》 

○スポーツの市場規模の拡大 
目標値 2025 年：15 兆円 

中間値 － 

実績値 2021 年：10 兆円 

2020 年：8.9 兆円 

※スポーツを通じた地域活性化
や、ウェルビーイングの向上に係
る指標の在り方を 2025 年度
中に検討。 

 

○スポーツツーリズム関連消費額の
増加 
目標値 2026 年度： 

3,800 億円 

中間値 － 

実績値 2023 年度： 

2,256 億円 

2022 年度： 

1,957 億円 

 
 
 
 
 
 
 
 

○スポーツ・健康まちづくりに取り組む自治体の
状況 

【スポーツによる地域の経済活性化や住民の
健康増進等のまちづくり施策に総合的に取り
組み、その推進体制を構築した自治体数】 
実績値 2024 年度：30.8% 

2023 年度：30.3% 

 
○スポーツ目的の訪日外国人旅行者数 

実績値 2023 年度：151 万人 

2022 年度：15 万人 

 
○まちづくりや地域活性化の優れた拠点として

選定されたスタジアム・アリーナ数 
実績値 2023 年度：17 拠点 

2022 年度：11 拠点 

※累計 

(スポーツを通じた地方創生の推進) 
ｄ．スポーツによる住民の健康増進や地域の

経済活性化等を図るスポーツ・健康まち
づくりの取組増加に向けて、スポーツを活
用したまちづくりの優良事例の周知・広
報を通じた機運醸成や、地域スポーツコ
ミッションの質の向上、武道等のスポーツ
ツーリズムの推進等の取組を促進。
(2026 年度まで) 

《所管省庁：文部科学省》 

(スポーツ施設の運用における民間活力導入
の推進) 
ｅ．スポーツ施設の運用における民間の資

金・ノウハウを活用したＰＰＰ／ＰＦＩ
の取組を先進事例の提供により推進。
(2026 年度まで) 

《所管省庁：文部科学省》 
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ＫＧＩ(最終アウトカム) ＫＰＩ第２階層(中間アウトカム) ＫＰＩ第１階層(アウトプット) 関連施策 

○スポーツを「見る」人の割合 
※()内はスポーツを現地観戦する

人の割合 
目標値 2026 年度：検討中 

中間値 － 

実績値 2024 年度： 

68.5%(26.4%) 

2023 年度： 

68.7%(25.9%) 

※スポーツを「みる」者はスポーツに
参画しなかった者より幸福感が
高い(10 点満点中 1.0 点の差)
というデータがある。 

(令和６年度「スポーツの実施状況
等に関する世論調査」) 

○国内主要リーグクラブにおけるホスピタリティ
サービス実施率 
実績値 2023 年度：47.4％ 

 

(スタジアム・アリーナ改革やスポーツコンプレック
スの推進、他産業との連携等を通じたスポーツ
の成長産業化の推進) 
ｆ．スタジアム・アリーナやスポーツコンプレック

スに関するガイドブックの改訂・普及や先
進事例形成支援、モデルとなる施設の
選定等を実施。(2026 年度まで) 

《所管省庁：文部科学省》 

ｇ．スポーツの場におけるＤＸの推進やスポ
ーツと他産業との連携、ホスピタリティサー
ビスの創出を支援。(2025 年度まで) 

《所管省庁：文部科学省》 
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政策目標：文化の価値を当該分野の振興のみならず経済・社会の発展に活用し、文化の経済的価値等を活用した財源を将来の投資に活用・好循環させること
により、心豊かで多様性と活力のある社会の形成につなげる。 

ＫＧＩ(最終アウトカム) ＫＰＩ第２階層(中間アウトカム) ＫＰＩ第１階層(アウトプット) 関連施策 

１．民間資金を活用した文化施策の推進 

○文化の市場規模の拡大 
目標値 2025 年度：18 兆円 

実績値 2020 年度：12.3 兆円 

 
 
※文化芸術を通じたウェルビー

イングの向上に係る指標の在
り方を 2025 年度中に検
討。 

 

○全国の博物館等の入場者数・利用者数 
目標値 2027 年度：1.4 億人 

実績値 2020 年度：0.7 億人 

 

 

○国民の鑑賞活動への参加割合 
目標値 2027 年度 

舞台芸術：40.0% 

映画：43.0% 

実績値 2023 年度 

舞台芸術：23.3% 

映画：21.9% 

 
○国民の文化活動への寄付活動を行う割合 

目標値 2025-2027 年度の平均：5.5% 

実績値 2021-2023 年度の平均：4.5% 

2020-2022 年度の平均：3.9% 

 
○コンテンツ市場規模の拡大 
【世界のコンテンツ市場(※１)に占める日本の割合】 

目標値 2033 年度までの毎年の平均値増(※２) 

実績値 2023 年度：7.98% 
※１ コンテンツ市場：音楽、映像、出版、ゲーム、キャラクターに関する市場。 

※２ 2023 年から 2033 年までの毎年の数値の平均が、前年度までの毎年の数

値の平均値を上回ること。 

 
○アート市場規模の拡大 
【国際的なアート市場に占める我が国市場規模の国・地

域別順位】 

目標値 2025 年度：7 位 

実績値 2023 年度：8 位 

2021 年度：ランク外 
 

○国立美術館・博物館の常設展入場者数 
実績値 2023 年度：433 万人 

 
○国立文化施設の寄附金受入額 

実績値 2019-2021 年度の平均： 

国立美術館・博物館：16 億円 

国立劇場施設：1.5 億円 

 
○国立文化施設の自己収入(寄附金を除く) 

実績値 2023 年度： 

国立美術館・博物館：49 億円 

国立劇場施設：22 億円 

※2023 年 10 月から国立劇場・国立演芸場が閉館中であることに留意 

(国立文化施設の機能強化) 
ａ．民間企業と連携した取組や先

端技術を活用したコンテンツの充
実、データの活用等を推進し、
経営面等における国立美術館
等文化施設の機能強化に努め
る。(2027 年度まで) 

《所管省庁：文部科学省》 

○基金による支援を受けた若手クリエイター
等による国内外の著名な賞の受賞・ノミネ
ートや世界的に認知されている国内外の
芸術祭・文化施設等への出品・出演・参
画して高評価を受ける件数 
実績値 ※集計中 

 
○国際的なアートフェアにおける日本のギャ

ラリーの出展数 
実績値 2023 年度：3 件 

 

(文化芸術のグローバル展開) 
ｂ．世界の目線や潮流を踏まえた文

化芸術のグローバル展開や海外
での発信を戦略的に推進する。
(2027 年度まで) 

《所管省庁：文部科学省》 

(簡素で一元的な権利処理方策の実
現) 

ｃ．ＤＸ時代に対応するため、コンテ
ンツの利用に関する多数の権利
者の許諾について、簡素で一元
的な権利処理ができるよう、
2023 年に成立した著作権法
改正法関連制度の円滑な実施
に向けた環境整備を進める。
(2027 年度まで) 

《所管省庁：文部科学省》 

 

※３年に１度行われる社会教育調査の最新(2020 年度)の値を実績値とし

て記載。2023 年度の値が公表され次第更新予定。 


